
引張試験とその基礎
Basic of Tensile Tests

	1	 はじめに
引張試験とは、丸棒または板など平行部を持つ試験片を用
い、その軸方向に所定の速度で引張荷重を加えた時の荷重と
伸びの変化を測定する試験である 1–9）。その測定結果からは応
力–ひずみ曲線を得ることができ、材料の強さに関する様々
な情報を得るための機械的試験の中で、最も基本的で重要な
試験である。一軸引張変形のため、試験方法が単純であり、試
験結果および変形挙動の整理も容易、引張変形挙動から他の
応力状態の変形挙動をある程度類推できるといった特徴が、
引張試験が広く利用されている理由であると考えられる。
本稿では、引張試験の概要、および、引張試験より求める
ことのできる応力とひずみ、機械的特性の定義を中心に引張
試験の基礎について解説する。

	2	 引張試験機
まず引張試験機の構造は、試験片に荷重を負荷する装置
と、荷重の測定装置の2つが重要となる。荷重を負荷する装
置については、ねじや歯車を利用した機械的負荷と油圧式負
荷の2種類がある 3–6）。荷重の測定については、ロードセルに
よる測定が現在の装置では大半である。図1に機械的負荷に
よる引張試験機の外観と各部の写真を示す。本試験機の場
合、左右にあるねじの回転によりクロスヘッドが一定速度で
移動する。クロスヘッドまたは試験機フレームにロードセル
が設置され、伸びの測定には伸び計を用いるのが好ましい。
引張試験で重要な、荷重と伸びの測定について概説す 

る 3, 4, 10, 11）。伸びの測定については、抵抗線ひずみゲージ、ス
トレインゲージ式伸び計、ビデオ伸び計などがある（これら
を使わずに、図2に示すクロスヘッド変位Lcより試験片の伸
びを求める場合もある）。抵抗線ひずみゲージは、試験片に
接着剤で直接貼り付け、外力によってこれがひずむと、ゲー
ジの針金も変形し、その電気抵抗値が変化するため、この変

化量を計測することでひずみを求めることができる 3, 4, 10）。ス
トレインゲージ式伸び計は、抵抗線ひずみゲージが伸び計に
組み込まれたものである。ビデオ伸び計では、デジタルカメ
ラを用いて試験片に付けた2つのマーカーの間隔の変化を
測定し、伸びやひずみを計測する 3, 11）。抵抗線ひずみゲージ
は、後述する弾性係数や降伏強さなどの測定で使われること
が多く、ビデオ伸び計はひずみゲージやストレインゲージ式
伸び計と違い非接触での測定であるため、破断までの測定が
可能などの特長がある。一方で、荷重の測定は試験機に取り
付けられたロードセルにより行われ、ここでもひずみゲージ
を使ったひずみゲージ式ロードセルが用いられている 3–8）。
ロードセルによる荷重測定では、ロードセルに力が加わり変
形すると、ひずみゲージも変形し、ひずみ量がわかる。その
時のひずみ量と弾性係数の関係より荷重の大きさがわかる。
ロードセルの場合、間接的に荷重を測定しているため、定期
的に検定を行う必要がある 3, 4）。
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図1　引張試験機の外観と各部の説明
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【注意したい点 その1： クロスヘッド変位】
図2におけるLcをクロスヘッド変位という。クロスヘッド
変位は、試験片の伸び（弾性伸びΔLeと塑性伸びΔLp）に加え
て、試験機剛性Kの弾性伸び（Δle）も含まれる。試験機剛性
は実験材料のヤング率Eとは大きさが異なり（例えば鉄鋼材
料のヤング率と比べると、1桁以上小さいこともある）、クロ
スヘッド変位を試験片の伸びとして扱うと、正確な試験片の
伸びよりも大きくなってしまう。このような場合は、荷重–

クロスヘッド変位線図における初期の傾き（＝試験機剛性）
より、試験片の塑性伸びを求めるなど、注意が必要である。

	3	 試験片および引張試験条件
 

引張試験で用いられる試験片は、板状、棒状、管状、円弧状、
線状試験片に分類され、材料の寸法によって使用する試験片
形状が区分されている。JISでは1～14号試験片があり、比例
試験片と定形試験片に分類される 1-3）。比例試験片とは、初期

の標点距離L0と初期断面積A0の間に、L0＝k （A0）の関係を
持つ試験片であり、ISOではk＝5.65が用いられる 1, 2）。一方
で、定形試験片は、試験片各部の寸法が指定されている。表1

には、引張試験片の分類について整理した 3, 5）。
引張試験における重要な条件として、「温度」と「ひずみ速
度」がある。鉄鋼材料の場合、これらの条件が変わることで、
得られる応力–ひずみ曲線や機械的特性は大きく変化する。
試験温度に関して、通常は室温で行うことが多い 1, 2）が、恒温
槽や加熱炉を用いて温度調整することで、試験温度を変え引
張試験を行うことができる 3–6）。温度調整は、雰囲気以外に液
体窒素やメタノールなどの溶媒を使う場合もある。一方で、
ひずみ速度とは、単位時間あたりのひずみの増分を示し、単
位はs-1である。引張試験の場合、目的のひずみ速度で引っ張
るよう、L0を基準に図1に示したクロスヘッドの速度（クロ
スヘッド変形速度）を設定する 1–4）。ひずみ速度の詳細につい
ては、先に「ひずみ」について説明した方が理解しやすいと
思うので、次節で「ひずみ」について説明した後、 6の補足で
改めて説明することにする。鉄鋼材料において、単に引張試
験結果と称される場合には、「準静的」と呼ばれる、ひずみ速
度が10-2～10-4 s-1での試験で得られた結果を意味することが
多いが、機械的特性によっては、規定のひずみ速度範囲で試
験を行う場合もある 1, 2）。また、油圧サーボ式試験機や検力ブ
ロック式試験機等を用いることで、自動車衝突時に相当する
約103 s-1までの高速引張試験を行うことができる。

	4	 応力、ひずみと機械的特性
引張試験では、材料に一定速度で引張変形が加わったとき
の荷重Pと伸びΔLの変化を測定する。引張変形、および、引
張試験時の荷重–伸び曲線は図3および表2に示す3つの領
域に大別される。測定された荷重と伸びからは、応力とひず
みを求めることができ、この応力とひずみが応力–ひずみ曲
線や様々な機械的特性へと繋がっていく。
応力（Stress）とひずみ（Strain）には、見かけの大きさを
意味する公称応力、公称ひずみと、真の値を示す真応力、真
ひずみの2種類がある。

表1　 JISにおける比例および定形試験片 2）

図2　引張試験における伸びΔLとクロスヘッド変位Lc
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【注意したい点 その2： 「伸び」と「永久伸び」】 1, 2）

引張試験で得られる伸び（Elongation、ΔL）は、試験中の
任意の時点での（荷重をかけた状態における）標点距離の増
分であり、単位はmmである。表2に示したように、変形の領
域によって弾性伸び（ΔLe）、塑性伸び（ΔLp）に分類すること
もでき、これらを合わせたものが伸び（または、全伸びΔL＝
ΔLe＋ΔLp）である。一方で、ΔLをL0で除し百分率で表す場
合も伸びと呼ばれることがあり、この場合単位は%となるの
で、本稿では伸び（%）（Percentage elongation）と分けて表
記する。さらに、後述する機械的特性のところでは、永久伸
び（%）（Percentage permanent elongation）という言葉が出
てくるが、これは荷重を除荷した後の標点距離の増分をL0で
除し百分率で表したものであり、単位は%である。永久伸び
には、弾性伸びは含まれない。

4.1　公称応力と公称ひずみ
応力は単位面積あたりの力（荷重）の大きさ、ひずみは単
位長さあたりの伸びを意味する。公称応力（Nominal stress、
s）は面積として変形前の初期断面積A0を用いて、公称ひず
み（Nominal strain、e）は変形前の標点距離L0を用いてそれ
ぞれ次式で求められる。

   （1）

   （2）

Pの単位はN （ニュートン）、sの単位はPa （＝N/m2）であり、
鉄鋼材料の強度としては、MPa （M（メガ）＝106）やGPa （G

（ギガ）＝109）が使われる。MPa ＝ N/mm2である。ひずみ
の単位については、（2）式右辺の分母、分子ともに長さ（mm）
であるため、定義としてひずみに単位はないが、百分率にし
て%で表すこともある。
図4に、代表的な2種類の公称応力–ひずみ曲線の模式的
を示す。降伏後に降伏点降下を示す、示さないにより「不連
続降伏型」と「連続降伏型」に分類できる。図4の縦軸の公称
応力にA0、横軸の公称ひずみにL0を乗ずると図3の荷重–伸
び曲線になる。

4.2　真応力と真ひずみ
図3にも示したように、引張変形の進行とともに試験片の
標点距離Lは伸び、断面積Aは減少する。単位面積あたりに
作用する力（＝応力）を正しく知るためには、荷重を試験片
の初期断面積A0ではなく、変形中に刻々と変化する断面積A

表2　引張変形における3つの変形領域

図3　 荷重–伸び曲線と3つの変形領域（図に示した1～3は，表2に
おける3つの変形領域と対応する）
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で除す必要がある。後者の方法で求めた応力を真応力（True 

stress、σ＝P/A）と呼ぶ。一方、ひずみに関しても標点距
離Lは時々変化するため、これを考慮した真ひずみ（True 

strain、ε）を以下のように定義する。

   （3）

ここで、dLは微小伸びを示す。試験片平行部の体積を一定
（A0L0＝AL）と仮定すれば、最高荷重点まではsとeを用いて
次式より真応力‒ひずみ曲線に変換することができる。

 
  （4）

   （5）

塑性変形では体積変化を伴わないと考えて良い近似となるた
め、表2の弾塑性変形領域では、塑性ひずみが弾性ひずみより

はるかに大きいので、全ひずみ（＝弾性ひずみ＋塑性ひずみ）
に対して体積一定の仮定の下に（4）、（5）式による換算が用い
られる（（4）、（5）式の導出については、6において補足する）。

【注意したい点 その3： 真応力–ひずみ曲線と塑性不安定条件】
真応力－ひずみ曲線において、ある真ひずみにおける真応力－
ひずみ曲線の傾きを加工硬化率 （Work hardening rate、dσ /dε）
という。通常、変形とともに真応力は増大し、加工硬化率は
減少する。変形が進み、真応力と加工硬化率が等しくなる条
件を、塑性不安定条件（Plastic instability）と呼び、次式で表
される 9）。

   （6）

塑性不安定条件以降、試験片はくびれが生じ、一様変形から局
所変形になる（図3）。塑性不安定条件における公称応力は引張
強さ、公称塑性ひずみの%表記は均一伸びである。dσ /dεにつ
いては、6において補足している。

4.3　引張試験で得られる機械的特性
引張試験および公称応力–ひずみ曲線からは様々な機械的
特性を得ることができる。代表的な機械的特性の定義につい
ては、表3に整理し、一部は図4にも記号で示した。機械的特
性における強度は公称応力であり、均一伸びや全伸びは塑性
伸びまたは永久伸び（※いずれも塑性変形分の伸び量）を用
いて求められる。

（1）弾性係数と弾性限、比例限
弾性変形においては応力と弾性ひずみが常に比例する。こ
こで、単軸引張荷重が負荷された材料の弾性変形を考えると、

表3　引張試験から得られる様々な機械的特性（図4も参照）

図4　公称応力–ひずみ曲線（（a） 連続降伏型、（b） 不連続降伏型）
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引張軸方向に伸び（ez）、その垂直方向はポアソン効果により
縮む（ex<0）。そこで、次の2種類の弾性係数、ヤング率 （縦弾
性係数、Youngʼs modulus，E）とポアソン比 （横弾性係数、
Poissonʼs ratio，ν）を定義する。それぞれ次式で示される。

   （7）

   （8）

鉄鋼材料のEは約200 GPaでνは0.3である。例えば、高強度
鋼に1 GPaの応力をかけると0.5 %のezが生じる。このように
鋼に生じる弾性ひずみは0.01以下の値である。したがって、
Eやνの測定には精度の高いひずみ測定が要求され、抵抗線
ひずみゲージや伸び計 5–8）が用いられることが多い。
公称応力–ひずみ曲線の変形初期の領域を直線近似しその
直線から曲線が外れる点を比例限（Proportional limit、sp）、荷
重を除荷した際に試験片が元の長さに戻る最大の荷重点を弾
性限 （Elastic limit、se）と呼ぶ。教科書等を見るとse≧spであ
るが、通常はse ＝ spと考えて良い。塑性変形が開始する点を
精確に測定するのは極めて難しく、ISOやJISにはspやseの規
定はない（一部の教科書には、オフセット法 1, 2, 4–6）を適用して、
残留ひずみ（永久伸びから求められる公称塑性ひずみ）が0.001

～0.03%における公称応力をseとするという記述もある5））。

（2）降伏強さ （Yield strength）
spやseの測定は非常に難しいことを述べたが、機械設計や

構造設計においては一般に弾性設計が基本であり、塑性変
形開始に対して信頼性や再現性の高い測定値が必要である。
ISOやJISでは次に述べる降伏強さを用い、設計等において
は降伏強さに安全率を乗じて利用する。まず、図4 （a）のよ
うな連続降伏型の場合では、規定された塑性ひずみ（ΔLpと
L0より求められる公称塑性ひずみ）を起こすときの公称応
力を耐力 （Proof strength、Rp）として用いる。特に規定のな
い場合は塑性ひずみの値を0.2%とし、0.2%耐力 （0.2% proof 

strength： Rp0.2）と呼ぶ。一方、図4 （b）の降伏点降下の現れ
る軟鋼のような場合には、上降伏応力 （Upper yield strength、
ReH）と下降伏応力 （Lower yield strength、ReL）を測定する。
この場合、降伏強さとしては下降伏応力を用いることが多い。 

（3）引張強さ （Tensile strength、Rm）
最大引張荷重（Pm）を試験片平行部の初期断面積（A0）で
除した商を引張強さ（Rm）という。

 
  （9）

上降伏点が現れ、リューダース変形終了後に加工硬化がみら
れる場合には、降伏後の最大引張荷重を用いる。塑性設計に
おいてはRmが設計基準として採用される。

（4）破断伸び （Percentage elongation after fracture or 
elongation、ef）と絞り （Reduction of area、Z）
試験片破断後における永久伸び（%）が破断伸び （ef）である。
単位は%である。efはネッキングの位置に影響されるので、
破断位置を試験結果に付記することがある 1–4）。

   （10）

ここで、Lfは破断後の最終標点距離である。
絞り（Z）は円形断面の試験片（＝丸棒試験片）に対して用
い、破断後の試験片の最小断面積Afを測定し、A0を用いて次
式によって求める。

   （11）

また、最高荷重点における塑性伸びをL0で除し%表記したも
のを均一伸び （あるいは、一様伸び、Uniform elongation、eu）、
その後の塑性伸びから求められる伸び（%）を局所伸び （Local 

elongation、el）という。「均一伸び＋局所伸び＝破断伸び」と
なる。

   （12）

ここで、ΔLp,m、ΔLmは最高荷重点における塑性伸びと伸び
をぞれぞれ示す。Z、euの単位も%である。

（5）加工硬化指数 （Work hardening exponent, n）
（4）、（5）式により求めた真応力–ひずみ曲線（σ–ε）曲線
を数式表現するために、次のn乗硬化式（Hollomonの式 12））
が使われることが多い。

   （13）

ここで、Kを強度係数、nを加工硬化指数（または、n値）とい
う。（13）式よりlog σ対 log εは直線関係になるので、測定結
果を両対数グラフで整理するとその勾配からn値が求められ
る（図5）。これ以外に、多数の実験値を用いた最小自乗法や2

組の実験値から求める方法もある。n値が重視されるのは加工
性に関係する均一伸びを予測できるからである6, 9）。図5にも
示したが、ネッキング開始条件（＝塑性不安定条件）を最大荷
重点とすると、体積一定（A0L0＝AL）の仮定よりdσ / dε＝σ

41

引張試験とその基礎

393



の関係が導かれ、この塑性不安定条件式に（13）式を代入す
るとε＝nとなる（つまり、均一伸び＝n値）。変形に伴う加
工硬化と試験片の断面積減少のバランスによって塑性変形が
安定に進行するので、n値が大きいほどネッキングが起こり
にくいことを意味する。

【注意したい点 その4： 加工硬化率と加工硬化指数の違い（図6）】
加工硬化率 （dσ / dε）と加工硬化指数 （n）は似たような
言葉で、両者は同じであると扱われる場合があるが、実際は
明確な違いがある。加工硬化率は、ある真ひずみにおける真
応力︲ひずみ曲線の傾きであるのに対し、加工硬化指数は、
真応力︲ひずみ曲線をHollomonの式で整理した時のnの値
である。ここで、n値をdσ/dε、σ、εを使って示すと以下の
ようになる。

   （14）

また、dσ/dεをn値、σ、εを使って示すと、

   （15）

となる 4, 9）。（14）式と図6より、同じ真ひずみにおける加工硬
化率が等しい場合であっても、真応力の大きさが異なればn

値（＝均一伸び）は違うことになる。

（6）ランクフォード値 （Lankford value, r）
板材の成形性を示す特性値にランクフォード値 （または、r

値）がある。これは板材の引張試験において引張軸方向の伸び
が10～20 %になったとき板幅方向の真ひずみをεw、板厚方向
のそれをεtとすると、r＝εW/εtで求められる。薄板でεtを精度
よく求めることは至難の業なので、実用上は塑性変形前後で前
述の体積一定を仮定して導かれる次式が使われる。

   （16）

ここで、W0、t0、L0およびW、t、Lはそれぞれ試験前後の試験

図6　加工硬化率と加工硬化指数の違い

図5　Hollomonの式におけるnと Kの求め方
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片平行部の幅、厚さと標点距離を示す。等方性材料ではr＝
1.0 （εW＝εt）となり、塑性異方性があればr≠1となる。r値
が大きい場合、板厚が薄くなりにくく、板幅方向に収縮しや
すく、破断しにくいため、成形性は高くなる。また、板材の場
合、試験片を採取する方向によって引張特性が異なることが
多く、これを内面異方性という。r値の場合、圧延方向に対し
て0º、45º、90ºにおける値（それぞれ、r0º、r45º、r90ºとする）を
求め、次式による平均値r−を用いることが多い。

   （17）

（7）リューダース帯、リューダース伸び
軟鋼や低炭素鋼を引っ張ると、図4 （b）のような不連続降
伏型の公称応力–ひずみ曲線が得られる。不連続降伏領域で
は上降伏点で試験片の一部が帯状に伸び、以後はその変形帯
が広がるか帯の数が増えることによって試験片平行部が伸
びる。平行部全域をこの帯が覆うと平行部全体で一様な塑性
変形が始まり、加工硬化がみられる 13）。この変形帯をリュー
ダース帯（Lüders band）と呼び、この時得られる伸びをリュー
ダース伸び （あるいは、降伏伸びLüders elongation、λL）と
いう13）。予め表面を磨いた平板試験片の場合、降伏後に試験
片のある部分から塑性変形が伝播する様子を観察することが
でき、この領域はリューダース帯と呼ばれる。スチール缶や
エアゾール缶の底に見える”しわ”は、リューダース帯と同じ
と考えることができる 14）。また、リューダース伸びの大きさ
は、「下降伏応力における加工硬化率」を用いて整理すること
が可能であり、この時（13）式を用いて加工硬化率を計算する
と便利である 15）。

	5	 おわりに
引張試験において得られる応力、ひずみをはじめとする
様々な物理量において最も重要なことは、ほとんどが測定
された「荷重」と「伸び」のふたつを用いて求められる（また
は、計算される）ということである。つまり、全ては「荷重」
と「伸び」からスタートしている。最近では、公称と真で定義
される応力とひずみをはじめ、様々な機械的特性も試験機と
連動しているパソコン上のソフトウェアが自動的に計算して
くれるため、便利な反面、その中身や各物理量の定義をしっ
かりと理解していないと、正確な機械的特性の評価ができな
くなる場合があるかもしれない。引張試験と応力–ひずみ曲
線は、材料の機械的特性評価はもちろん、鉄鋼材料の基礎研
究の立場においても、今後も変わらず重要性は高いと思うの
で、その基礎はしっかりと押さえておきたい。

	6	 補足
少し応用編の内容となるが、引張試験に関して重要な項目
であるひずみ速度、真応力、真ひずみ、加工硬化率について、
式でどう表されるか整理しておきたい。繰り返しとなるが、
全て引張試験から得られる荷重 Pと伸び ΔLを用いて記述す
ることができる。　

a．ひずみ速度について
ひずみ速度ėは、クロスヘッド速度vcとL0を用いて、次式
より求めることができる。

   （＊1）

（＊1）式からわかるように、ひずみ速度とは通常「公称ひずみ
速度」のことを指す。また、（2）式で示した公称ひずみeの式
より公称ひずみ速度を記述すると、次式のようになる。

   （＊2）

ここで、dΔL/dtは単位時間あたりの伸びである。また、（＊1）, 

（＊2）式で示した公称ひずみ速度に対して、真ひずみ速度ε・に
ついて考えてみると、以下のように記述できる。

   （＊3）

（＊3）式より考えると、通常引張試験ではクロスヘッド速度
vcが一定であるので、真ひずみ速度は変形または時間ととも
に減少する。この点を考慮し、真ひずみ速度一定試験が行わ
れる場合もある。
※細かな話となるが、ここでは全伸びから求めたひずみ速度
を記述しており、塑性ひずみ速度となるとこれらから弾性ひ
ずみを引かねばならない。

b．真応力（（4）式）と真ひずみ（（5）式）の導出
・真応力σ

   （＊4）
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・真ひずみε

   （＊5）

※いずれも試験片の体積一定（A0L0 ＝ AL）の仮定の下で成
立する式である。つまり、引張試験における最高荷重点以降、
試験片にくびれが生じた場合（つまり、不均一変形の場合）、
これらの式を使うことはできない。

c．加工硬化率
加工硬化率dσ/dεを公称応力sと公称ひずみeを用いて記
述すると、以下のようになる。

   （＊6）

ここで、右辺第一項は真応力σであり、第二項におけるds/de

は公称応力‒ひずみ曲線の傾きである。最高荷重点において
は、ds/de＝0となるため、dσ/dε＝σの塑性不安定条件式
（＝（6）式）が成立する。
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